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平成１５年２月期　　　　中 間 決 算 短 信（連結）　　　　　平成14年10月17日
上 場 会 社 名　　株式会社　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　  上場取引所　　　　大・東
コ ー ド 番 号　　８２３３                                　　　　　本社所在都道府県　大阪府

（ＵＲＬ　http：//www.takashimaya.co.jp）

問 合 せ 先    責任者役職名    取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　　　      氏        名　　本  多　  恭  晴　　　　　　　　  ＴＥＬ  06－6631－1101

決算取締役会開催日　平成14年10月17日

米国会計基準採用の有無　　有・◯無

１． 14年8月中間期の連結業績（平成14年3月1日～平成14年8月31日）

（１）連　結　経　営　成　績　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益        経 常 利 益        

14年8月中間期

13年8月中間期

　　　　　　百万円　　　％
　　 ５８０,２８９  △ 1.8
〔   ５６１,６３８　△ 2.0〕
　   ５９０,８４８     1.3
〔 　５７２,８４８     1.2〕

　　　　　　百万円　　　％
　　　   ５,２５５  △45.1

　　   　９,５６７ 　 24.6

　　　　　　百万円　　　％
　　　 　４,９０７   △53.8

　　   １０,６３２ 　  38.8

1 4 年 2 月 期   １,２０５,８７２　   1.1
〔１,１６８,８６７   　1.0〕

       １８,９２９  △ 4.9        ２０,９４１　   12.5

中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益

14年8月中間期
13年8月中間期

              百万円　  ％
　  △   　 ２１９      ―
　　△ ５５,１７６    　―

               円　     銭

     △      ０　　 ７１

     △　１８１     ５０

円　     銭

                    ―

                    ―

 14 年 2 月期     △ ５７,５０９    　―      △  １８８     ８５                     ―

(注) ①持分法投資損益　　14年8月中間期　  711百万円   13年8月中間期　872百万円　 14年2月期　 1,598百万円
②期中平均株式数（連結）14年8月中間期305,017,911株 　13年8月中間期303,991,632株　 14年2月期304,514,655株

③会計処理の方法の変更　　有・◯無

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率

（２）連　結　財　政　状　態

総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

14年8月中間期
13年8月中間期

百万円
    ８７０,５８３
    ９１２,１４４

百万円
     １７９,２０９
     １８７,６４０

％
　　　　２０.６
　　　　２０.６

　　　　　円　　　銭
    ５８７　　５６
    ６１５    １３

 14 年 2 月期 　　８９４,６５６      １８１,６８３         ２０.３     ５９５    ６１

(注)期末発行済株式数（連結）14年8月中間期305,004,992株 　13年8月中間期305,041,901株　 14年2月期305,033,553株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による         

キャッシュ・フロー         

投資活動による         

キャッシュ・フロー         

財務活動による         

キャッシュ・フロー         

現金及び現金同等物         

期 末 残 高         

14年8月中間期
13年8月中間期

百万円
    　 ５６,４５０
       ２７,７５２

百万円
   △　　５,０３７
   △    ５,５１１

百万円
   △　４８,１１７
   △  ２４,１１９

百万円
　　　 ３８,０４６
     　４０,１３８     

 14 年 2 月期 　　３６,９８７  △　１８,４１３ △　２６,３１０     ３４,８９１
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　３１社　　　持分法適用関連会社数　  １１社
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　連結  (新規)　　 １ 社　　（除外）　 ０ 社　 　持分法  (新規)　 １ 社　　　（除外）　 ０ 社

２．15年2月期の連結業績予想（平成14年3月1日～平成15年2月28日)

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

通  期     
　　　     百万円  　％
  １,１８７,０００ △1.6

〔１,１４８,０００ △1.8〕

百万円　 　％
１６,３００ △13.9

百万円　 　％
１５,３００ △26.9

百万円　 　％
４,３００    ―

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)　１４円　０９銭
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７、８ページを参照ください。
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【企業集団の状況】

　(1)企業集団の概要は、次のとおりであります。

　当社の企業集団は、当社と子会社61社及び関連会社23社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等を営んでおります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。

①　百貨店業（専門店、スーパー、飲食業を含む。）

　　当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社12社及び関連会社5社で構成し、商品の供

給、商品券等の共通取扱を行っております。

②　建装事業

　　　 連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社5社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施

工を行っております。

　　 ③　不動産業

       　連結子会社の髙栄不動産㈱等の子会社8社及び関連会社6社で構成し、当社グループの不動産管理とショッ

ピングセンター等の運営を行っております。

　　 ④　金融・リース業

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社4社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。

     ⑤　自動車内装品製造業

　　　   連結子会社の髙島屋日発工業㈱等の子会社11社及び関連会社1社で構成し、自動車のシート等内装品の製

造を行っております。

     ⑥　その他事業

　　　　 連結子会社の髙島屋商事㈱等の子会社6社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。

　　　   連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業、関連会社2社は雑貨等の製造業を営み百貨店各社に商品の

供給を行っております。

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱ティー・エル・コーポレーシ

ョン等子会社3社は運送業を行っております。

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社2社はレジャー 関連業を行っております。

　　　 　当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社6社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。
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　（2）グループ事業系統図

商
品
供
給

宣
伝
業
務
委
託

クレジットｶー ﾄ゙発行及びﾘー ｽ契約

不
動
産
賃
貸

店
舗
内
装
　
工
事
委
託

髙島屋スペースクリエイツ㈱

　ユタカ建設工業㈱

☆グリーン化成㈱

☆㈱タック

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･INC

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄ )゙CO.,LTD

建装事業

　髙栄不動産㈱

　東神開発㈱

　髙栄開発㈱

※ ㈱パンジョ

○㈱オーガスタ

○ビッグステップ㈱

○ﾅﾄｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍ゙ﾆｭー ･CORP.
　ﾛﾃ゙ｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊﾃ゚ｨー ｽ･゙INC.

※ ﾆー ｱﾝ ﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD.

☆ﾀｶﾆﾁ-USA,INC.

☆ﾄー ｼﾝﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD

○ﾀｶﾆﾁ ﾗﾝﾄ゙ﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸ゙ CORP.

不動産業

　髙島屋クレジット㈱

　髙栄商事㈱

☆㈱東神ジェネラルクリエイト

　ﾀｶｼﾏﾔ・ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･B.V.

金融・ﾘー ｽ業

　髙島屋日発工業㈱

☆ファミック㈱

☆タカテック㈱

☆ﾀｶﾆﾁ ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ･CORP

☆ﾀｶﾆﾁ ﾍﾄ゙ﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆ  ーLTD.

☆ﾀｶﾆﾁ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｲﾁﾄ゙ｼｪﾒﾊﾟﾙﾁｬﾗﾙ

　　　　　　　　　ｻﾅｲｳ゙ｪﾃｨｼ゙ｬﾚｯﾄA.S.

☆昆山髙日汽車内飾件有限公司

☆ﾄー ﾀﾙ ｲﾝﾃﾘｱ ｼｽﾃﾑｽ ゙ｱﾒﾘｶ INC

☆ﾃｨー ｴﾇｴｲﾃｨー （ﾀｲﾗﾝﾄ゙）CO.,LTD

☆ﾒｷｼｺ ﾀｶﾆﾁ ｵ ﾄーﾓ ﾋー゙ﾙ ｲﾝﾃﾘｱ ｺー ﾎﾚ゚ー ｼｮﾝ

☆S.K. ｵ ﾄー ｲﾝﾃﾘｱ CO.,LTD

○ﾀｲ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｼー ﾃｨﾝｸ゙ ｱﾝﾄ゙  ｲﾝﾃﾘｱCO.,LTD

自動車内装品製造業

連結財務諸表提出会社

㈱髙島屋
　

　㈱髙島屋友の会

　㈱ファッションプラザ２１

　㈱サンローゼ・ピーアンドシー

　㈱髙島屋ストア

　㈱アール・ティー・コーポレーション

※㈱新南海ストア

※㈱ジェイアール東海髙島屋

※㈱伊予鉄髙島屋

☆㈱ナチュラルライフ

百　貨　店　業 その他事業

　（卸売事業）

　髙島屋商事㈱

　㈱グルメール

　㈱日本クラフト

　㈱ローザ

※㈱ロジエ

☆台北髙島屋国際股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･PTY.,LTD

○㈱ｼｮ゙ー ｼﾞ ｼ ｪ゙ﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

○S.A.ルロア

（衣料品、雑貨他製造・加工業）

　㈱タップ

※髙成㈱

○P.T ﾄﾘｾﾝﾀ ｲﾝﾃﾘｱ　ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸ゙

（広告宣伝業）

　㈱エー・ティ・エー

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&

　　　　     ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD

（運送業）

　㈱ティー・エル・コーポレーション

☆㈱ワイ・ティー・エス

☆ﾀｶﾆﾁ　ﾄﾗﾝｽﾎﾟー ﾄ㈱

　（その他）
　㈱髙島屋：通信販売事業本部

　㈱センチュリーアンドカンパニー

　㈱ホテルシーガル髙島屋

　髙島屋ビルメンテナンス㈱

髙島屋ビジネスサービス㈱

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀー

※㈱公楽会館

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀー

☆ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

☆たまがわ生活文化研究所㈱

☆クリエイトスタッフ㈱

☆タカニチアイシステム㈱

○ディーエイチシー新宿㈱

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等

(注)無印…連結子会社

※ ……・持分法適用関連会社

☆ ……・非連結子会社

　　〇……・持分法非適用関連会社

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ　LTD.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽ・゙　INC.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･　INC.

※大葉髙島屋百貨股 有限公司

○統一髙島屋百華股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A

☆ ﾀｶｼﾏﾔ･ﾘﾃ ﾘーﾝｸ･゙ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･PTY.LTD. 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
物
流
業
務
委
託
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【経営方針】

１． 会社の経営の基本方針

　当社グループは、新たな成長を目指し「髙島屋グループ　第３次中期経営計画（平成１３年度～１５年度）」を平

成１３年３月からスタートいたしました。

　この経営計画において当社グループは、経営の基本姿勢として「全てのステークホルダーの期待に応え、公正で、

透明な経営を行い、社会に誇れ、魅力ある企業グループを実現すること」を掲げております。

　また、当社グループの目指す方向を「上質生活の実現をサポートする小売企業グループ」とし、百貨店事業を核と

してグループの力を結集し、上質を求める生活者にすぐれた商品・情報・サービスを最適な形で編集する小売企業グ

ループの実現を目指しております。そのために、コーポレートガバナンスの強化を目指し、経営機構の見直しを検討

するとともに、ＩＲ活動を強化し、情報開示を積極的に推進してまいります。

　さらに上記の内容を推進する上で、男女共同参画への対応、省エネ・省資源・リサイクルの促進など環境保全活動、

高齢者・障害者への対応、危機管理への対応、他社とのコラボレーション等を特に重視して進めてまいります。

２． 会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

　この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。

　内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。

３． 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用ならびに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考

えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。

４． 目標とする経営指標

　当社グループは、平成１５年度を最終年度とする「第３次中期経営計画」の経営目標の達成に向けて現在最善の努

力をしております。しかしながら、消費環境も一段と悪化し回復の兆しが見えない経済情勢の中、目標達成は極めて

困難であり、以下の通り目標を修正いたします。

　　・連結売上高　　　　　  　　１兆１，５００億円　（当初計画　１兆２千億円）

　　・連結経常利益　　　　　  　　　　　１７５億円　（当初計画　　２７５億円）

　　・連結総資本経常利益率　　　　　　　　２．１％　（当初計画　　３．２％）

　　・連結有利子負債削減額　　　　　　　８４０億円　（当初計画　　３２０億円）
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５． 中長期的な会社の経営戦略

　「第3 次中期経営計画」においては以下の事項を基本的な経営戦略として掲げております。修正目標の達成に万全

を期し、経営基盤をより強固なものとするための主な取り組みと当期の進捗状況は以下のとおりであります。

①百貨店事業の強化

　収益基盤である大型店の営業力強化を目指し、新宿店（昨年10月）大阪店（本年3月）に続いて東京店・横浜店等

順次改装を実施するとともに、髙島屋ブランド商品による店舗の特徴化、顧客情報システムを駆使した顧客視点の売

場作り、顧客の利便性向上のための営業日・営業時間の拡大等百貨店事業の営業力強化に引き続き取り組んでまいり

ます。同時に、組織の見直し、課題店舗の抜本的な改善、出店計画の見直しなど百貨店事業の構造改革に向けた具体

施策を実施してまいります。

②グループ経営の強化

　グループ全体の業務支援機能を分社化して集約・標準化するなど、グループ組織を整備し経営管理の強化を図ると

ともに、グループ各社の事業分野毎の集約・再編を積極的に進め、各事業分野においての事業基盤確立による市場競

争力強化を推進しております。今後は更に、商品事業各社の再編・統合及び百貨店事業ＭＤ統括本部との連携強化に

よってグループ商品事業を強化し収益力の向上に繋げてまいります。

③経営基盤の強化

　グループ総資産の圧縮と有利子負債の削減に向けて、キャッシュ・フローの一元管理によるグループファイナンス

体制の更なる強化、資産効率の低い資産の売却と回収した資金の有利子負債返済への充当を引き続き進めるとともに、

投資については、大型店強化の視点で競合に打ち勝つリニューアルは継続して進めるものの、内容については徹底的

に見直し、当初計画から削減をいたします。今後は更に施設の有効活用による賃借物件の返却、スタッフの削減や外

商部門の効率化等による平成１６年度以降の新卒並びに有期雇用の採用抑制を実施するとともに、これまで優先的に

グループ内に発注していた分野も含め、すべての分野で調達先をオープンにした競争入札方式を導入するなど、営業

費用の徹底した削減を行ってまいります。
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【経営成績及び財政状態】

１． 経営成績

（１）当中間期の概況

①業績の概要

上半期におけるわが国経済は、米国経済の回復による輸出の増加等から一時的には持ち直したものの、デフレの進

行や株価の下落に加え、設備投資の低迷や個人消費の伸び悩みなど国内需要に回復の兆しは見られず、依然として厳

しい状況が続きました。

百貨店業界におきましても、各社でファッション関連商品を中心とした売場の大型リニューアルを実施いたしまし

たが、雇用や所得に対する不安感等から消費マインドは冷え込み、売上高は低迷を続けました。

当社グループにおきましては、「第３次中期経営計画」の２年目に入り、収益基盤である大型店への集中投資やお

客様の視点に立った品揃えの一層の充実に取り組むとともに、外商営業力の向上を図るなど百貨店事業の強化に向け

た諸施策を実施いたしました。また、連結利益の増大を目指しグループ会社においては市場競争力を高める取り組み

を推進するなど、グループ経営の強化を図りました。さらに、グループ資金の一元管理の強化や保有資産の見直し、

用度品や改装工事におけるコスト削減などを推進いたしました。

　以上のような営業諸施策を実施いたしましたが、売上高は５８０,２８９百万円（前年同期比１．８％減）となりま

した。また、販売費及び一般管理費等の削減に努めたものの経常利益は４,９０７百万円（前年同期比５３．８％減）

となり、結果２１９百万円（前年同期比 ― ％）の中間純損失となりました。

（注）上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

②セグメント別の業績

＜百貨店業＞

百貨店業では、当社におきましては、大阪店での特選ブランド及び婦人雑貨の拡充、横浜店でのレストラン街の改

装をはじめ、堺店での既存専門店部分の百貨店業態への転換、大宮店での食料品を中心としたリニューアル等を順次

行いました。特に大阪店・横浜店・大宮店では髙島屋ブランドのイタリア高級食材店「ペック」売場を拡充するなど、

当社ならではの売場づくりを進めました。併せて、お客様の声を一層反映し、品揃えや施設・サービスの充実を図る

など楽しく買物しやすい店舗づくりに取り組みました。また、営業日数の増加や営業時間の延長を行い、お買物の利

便性を高めるとともに、「クーデンホーフ光子展」、「北京故宮博物院展」など魅力ある文化催を開催し、お客様の

ご来店促進に努めました。

このような諸施策を実施いたしましたが、店頭売上高は京都店・堺店・泉北店・米子店・新宿店・柏店で前年同期

実績を確保したものの、百貨店事業全体では前年同期を下回りました。

また、タカシマヤシンガポールLTD.におきましては、地元経営環境の好転に加え、昨年実施した食料品リニューア

ル効果もあり順調に推移し、前年同期の売上を大幅に上回りました。

以上の結果、売上高は４７７,３９１百万円、営業利益は１,２９１百万円となりました。

＜建装事業＞

　建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ㈱がスーパーブランドの店舗内装や商業施設改装工事等を受

注いたしましたが、市場の低迷や競争激化による低率物件が多く、減収減益となりました。

　この結果、売上高は２０,９０９百万円、営業損失は４３百万円となりました。
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＜不動産業＞

　不動産業におきましては、ディベロッパー事業を行う東神開発㈱が、ショッピングセンター３店からの安定的テナ

ント収入により、家賃収入においては前年同期を上回りました。しかし、前年中間期の販売用不動産の売却による売

上・利益実績が大きく、減収減益となりました。

　この結果、売上高は８,４０２百万円、営業利益は３,５８２百万円となりました。

＜金融・リース業＞

　金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が、融資事業で前年同期を下回ったものの、カード取扱手数

料の増によるカード事業収入の伸びにより、全体では前年同期を上回りました。

　この結果、売上高は４,４１５百万円、営業利益は８５８百万円となりました。

＜自動車内装品製造業＞

　自動車内装品製造業におきましては、髙島屋日発工業㈱が、注文先企業との協力による生産管理システムを活用し

売上確保に努めましたが、前年同期をやや下回る結果となりました。しかしながら、原価低減活動による売上原価の

減により、営業利益は前年同期を上回りました。

　この結果、売上高は４５,３５８百万円、営業利益は７２５百万円となりました。

＜その他事業＞

通信販売事業では、ご利用頻度の高いお客様に対し新規カタログを発行するとともに、ハイランドクラブ会員数の

増大に取り組むなど売上拡大策を積極的に展開しましたが、主力のファッション商品に加え食料品の受注も低調に推

移し、減収減益となりました。

この結果、売上高は２３,８１１百万円、営業損失は２５６百万円となりました。

（２）通期の見通し

　下半期の景況につきましては、国内需要の弱さに加え、米国経済の減速による外需の停滞等によって更なる悪化が

懸念され、経営環境は厳しい状況が続くものと思われます。

このような環境のもと、当社グループといたしましては「第 3次中期経営計画」の目標達成に向け、収益確保のた

めにあらゆる努力を続けてまいります。そのためには、百貨店事業を中心とした営業力強化に傾注するとともに、経

営基盤を強化するための具体策を着実に実施してまいります。

　百貨店業では、当社におきましては、㈱オンワード樫山と共同開発した、上質で着心地の良い婦人服の新ブランド

「ア・エル」を９月より展開するなど、品揃えの一層の充実を図ってまいります。また秋には海外催「ブリティッシ

ュフェア」を開催し、文化催「プリンセス　ダイアナ展」、英国のファッションや食料品を中心とした商品催を展開

するなど、来店促進策の強化に努めます。併せて、更なる営業日の増加や営業時間の延長を行い、お客様の利便性の

向上と売上の拡大に取り組んでまいります。また、タカシマヤシンガポールLTD.におきましては、引き続き厳しい経

営環境の中、地域一番店の強みを最大限に生かし、リニューアル効果の発揮や新規催の開催等により、収益拡大に向

け営業諸施策を行なってまいります。

　建装事業では、髙島屋スペースクリエイツ㈱において、原価低減による市場競争力の向上により、今後の首都圏開

発プロジェクト等への積極的な営業活動を展開してまいります。

　不動産業では、堅調に推移している髙栄不動産㈱及び東神開発㈱において、オフィスビル賃貸事業ならびにディベ

ロッパー事業により保有資産、ノウハウを有効活用し、安定的な利益確保を目指してまいります。

　金融・リース業では、髙島屋クレジット㈱において、今年の９月よりＩＣ対応カードへ順次切替を行いカード事業

の拡充を図るとともに、融資・保険事業においても収益拡大を目指してまいります。
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　自動車内装品製造業では、工場の生産体制を整備し、注文先企業からの受注の拡大に努めます。

　さらに、その他事業として、髙島屋ビジネスサービス㈱が、グループ各社の後方管理業務を一括受託することによ

り、グループ管理経費のローコスト化と経営管理の強化を推進してまいります。

　以上のような事業活動によりまして、通期の連結売上高は１兆１，８７０億円、経常利益は１５３億円、当期純利

益は４３億円を見込んでおります。

（注）１．上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

　    ２．この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から得られ

た判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は様々な要因によ

り、記述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。

　　　　  実際の業績に影響を与える重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レ

ートの変動などが含まれます。   

２． 財政状態

キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の、現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローによって得た収入を、営業

力強化を目指した設備投資と積極的な有利子負債の返済に充当しました結果、前連結会計年度末に比べ３，１５５百

万円増加し、３８，０４６百万円となりました。この内新規連結子会社の期首残高が５０百万円影響しているため実

質的には３，１０５百万円の増加となります。

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前中間純利益１，４４６百万円、減価償却費

９，３３３百万円等に加え、売上債権の減少、仕入債務の増加等により５６，４５０百万円（前年同期比１０３．４％

増）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、５，０３７百万円の支出（前年同期は５，５１１百万円の支出）で、前年

同期より４７３百万円の支出減となりました。主な要因としては、当社及びリース子会社における設備投資の増加と、

海外金融子会社における投資有価証券の売却収入の増加等によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、４８，１１７百万円の支出（前年同期は２４，１１９百万円の支出）で、

前年同期と比べ２３，９９８百万円の支出増となりました。主な要因は、営業活動によるキャッシュ・フローを積極

的に借入金返済に充当したことと、海外金融子会社の社債償還によるものです。
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１４．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１３．８．３１）

前連結会計年度

（１４．２．２８）

（資産の部）        

流 動 資 産        ２１０，９４３ ２４４，２９２ ２３２，５６８

　　現 金 及 び 預 金          ３８，１４３ ４２，８６０ ３６，７９２

　　受取手形及び売掛金          ８５，３１３ １１０，１８１ １０７，０１５

　　有 価 証 券          ３，７８３ ８，９１４ １０，７６７

　　た な 卸 資 産          ５１，２５３ ５５，８６２ ５２，２０８

　　短 期 貸 付 金          １，４７５ １，５００ １，３４５

　　繰 延 税 金 資 産          ４，０８２ ２，７９１ ３，７１８

　　そ の 他          ２９，７２５ ２４，７２４ ２３，３３８

　　貸 倒 引 当 金          △　　　２ ，８３３ △　　　２ ，５４３ △　　　２，６１８

固 定 資 産        ６５９，６３９ ６６７，８５２ ６６２，０８７

有形固定資産        ３１５，４８６ ３０９，７９８ ３１３，９２２

　　建 物 及 び 構 築 物          １２７，２５１ １２８，５２２ １２７，６９４

　　機械装置及び運搬具          ５，６７５ ４，９９６ ５，２２１

　　器 具 及 び 備 品          ２３，４９８ ２１，５５７ ２２，５８０

　　土 地          １５４，８８９ １５４，１６７ １５５，１６４

　　建 設 仮 勘 定          ４，１７０ ５５３ ３，２６１

無形固定資産        １５，４９０ １５，９８２ １５，４８３

　　借 地 権          ７，０７０ ７，０７２ ７，０７２

　　連 結 調 整 勘 定          ３，０９６ ３，８００ ３，４４８

　　そ の 他          ５，３２４ ５，１１０ ４，９６２

投資その他の資産 ３２８，６６２ ３４２，０７１ ３３２，６８２

　　投 資 有 価 証 券          ８８，５８１ １０２，４０３ ９０，３３９

　　長 期 貸 付 金          ８２，４８７ ８３，９４０ ８３，６６２

　　長 期 保 証 金          １２２，７２０ １２５，２８４ １２４，４６４

　　繰 延 税 金 資 産          ３９，８７０ ３５，１３８ ３９，０８０

　　そ の 他          ７，６４４ ８，１２３ ７，６６２

　　貸 倒 引 当 金          △　   １２，６４１ △　   １２，８１８ △　　１２，５２８

資 産 合 計        ８７０，５８３ ９１２，１４４ ８９４，６５６
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１４．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１３．８．３１）

前連結会計年度

（１４．２．２８）

（負債の部）        

流 動 負 債        ３５４，８７５ ３８０，２０６ ３７４，９１０

　　支払手形及び買掛金          １２８，１２１ １２０，３４８ １０９，１２１

　　短 期 借 入 金          ３９，０５５ ８０，０７５ ８１，００１

　　社債（1年内償還） ９，４５９ ７，９８５ １４，５１５

　　未 払 法 人 税 等          ２，１７２ ３，７９８ ４，３１３

　　未 払 消 費 税 等          ２，０２０ ２，２７１ ２，１４７

　　未 払 費 用          １２，０７０ １２，３４６ １３，１６５

　　前 受 金          ５７，０２４ ５３，２６８ ５３，５３９

　　商 品 券          ４４，８２７ ４５，０６０ ４３，３１２

　　預 り 金          ２３，９９６ ２３，８０９ ２３，３１３

　　繰 延 税 金 負 債          １５ ２０ １７

　　そ の 他          ３６，１１１ ３１，２２３ ３０，４６２

固 定 負 債        ３２７，６９７ ３３５，３００ ３２９，３１２

　　社 債          ３１，３００ ４０，７６２ ３１，３００

　　長 期 借 入 金          １４１，８８８ １４０，０３２ １４３，４６３

　　退 職 給 付 引 当 金          １１３，３４３ １１２，８８１ １１３，４９６

　　役員退職慰労引当金          ６２３ ５５１ ６３１

　　持分法適用に伴う負債 ２９０ ４６０ １７７

　　繰 延 税 金 負 債          ２，４０６ ２，６６６ ２，５０５

　　再評価に係る繰延税金負債          ３，９０１ ３，６７５ ３，９３７

　　そ の 他          ３３，９４３ ３４，２７０ ３３，８００

負 債 合 計        ６８２，５７２ ７１５，５０７ ７０４，２２３

　　　（少数株主持分）

少数株主持分        ８，８０１ ８，９９７ ８，７４９

（資本の部）        

資 本 金            ３８，８４５ ３８，８４５ ３８，８４５

資 本 剰 余 金 ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

利 益 剰 余 金 １０１，６９７ １０６，２８２ １０３，１１９

土 地 再 評 価 差 額 金 ５，３８７ ５，０７４ ５，４３６

その他有価証券評価差額金            ６，１２４ １０，０７４ ６，７９７

為 替 換 算 調 整 勘 定            ９７ ２７９ ４０７

自 己 株 式            △　　　　　　 ２９ △　　　　　　　 ２ △　　　　　　　８

　資 本 合 計        １７９，２０９ １８７，６４０ １８１，６８３

負債、少数株主持分及び資本合計 ８７０，５８３ ９１２，１４４ ８９４，６５６
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中　間　連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

期　別

科　目

当中間連結会計期間

(14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

(13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

　(13.3.1～14.2.28）

売 上 高          ５６１，６３８ ５７２，８４８ １，１６８，８６７

その他の営業収入          １８，６５０ １７，９９９ ３７，００５

   営 業 収 益 計        ５８０，２８９ ５９０，８４８ １，２０５，８７２

売 上 原 価          ４３７，６５０ ４４１，５６８ ９０２，４８４

販売費及び一般管理費 １３７，３８３ １３９，７１１ ２８４，４５８

　　営 業 費 用 計        ５７５，０３３ ５８１，２８０ １，１８６，９４２

　　　　営 業 利 益           ５，２５５ ９，５６７ １８，９２９

　　　受取利息・配当金 １，５２６ １，５５９ ２，７８７

　　　持分法による投資利益           ７１１ ８７２ １，５９８

　　　その他営業外収益           ３，３６４ ３，４４２ ６，７０８

　　営業外収益計        ５，６０１ ５，８７３ １１，０９４

　　　支 払 利 息           ２，５２２ ３，００２ ５，６５２

　　　その他営業外費用           ３，４２７ １，８０６ ３，４３０

　　営業外費用計        ５，９５０ ４，８０８ ９，０８２

　　　　経 常 利 益           ４，９０７ １０，６３２ ２０，９４１

特 別 利 益          ８５ １，０３６ １，７２４

特 別 損 失          ３，５４６ １０５，８３３ １１９，６０５

税金等調整前中間(当期)純利益(純損失△) １，４４６ △    ９４，１６３ △　　９６，９４０

法人税、住民税及び事業税 ２，３０９ ３，７２２ ５，７８１

法 人 税 等 調 整 額            △　　　　７７６ △    ４２，３９９ △　　４４，９５３

少数株主利益（損失△） １３３   △　　　　　３１０ △　　　　　２５９

中間（当期）純損失（△） △　　　　２１９ △    ５５，１７６ △　　５７，５０９
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                      （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間

(14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

(13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

　(13.3.1～14.2.28）

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

資本剰余金増加高 ― ― ―

資本剰余金減少高 ― ― ―

資本剰余金中間期末（期末）残高 ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 １０３，１１９ １６２，７９８ １６２，７９８

利益剰余金増加高 ４９ ― ２５９

　土地再評価差額金取崩額 ４９ ― ―

　連結子会社持分割合変更に伴う増加額               ― ― ２５

　非連結子会社との合併に伴う増加額 ― ― ２３３

利益剰余金減少高 １，４７１ ５６，５１５ ５９，９３８

　中 間 （ 当 期 ） 純 損 失     　　２１９     ５５，１７６ 　　５７，５０９

　配 当 金               １，１４３ １，１４０ ２，２８４

　役 員 賞 与               １０８ １０４ １０４

　土地再評価差額金取崩額 ― ９３ ３９

利益剰余金中間期末（期末）残高 １０１，６９７ １０６，２８２ １０３，１１９
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中　間　連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

　　１,４４６

９,３３３

３５２

３２８

―

△　 　　１５３

△   　　　　８

△　  １,５２６

２,５２２

△　　 　７１１

△ 　　　  ６３

１,８７３

１４７

３５６

２１,９４０

８６５

　１９,３３３

△　　 　１０８

５,６１７

△　９４,１６３

８,７４０

３５２

８,８８４

△　２６,３３９

１１２,８８１

５５１

△　  １,５５９

３,００２

△　　 　８７２

△ 　　  ２３５

１,４９５

△　　　　 １９

３,２５８

△　  ５,６８４

３,１９０

　８,０２３

△　　 　１０４

９,８９４

△　９６,９４０

１７,６３９

８３７

８,６６７

　△　２６,３３９

１１３,４９６

６３１

△　　２,７８７

５,６５２

△　　１,５９８

△　 　　１７３

３,２１９

△　　　 １６３

１０,０３２

△　　２,０４１

６,９０４

△　　３,３０５

△　 　　１０４

９,６０３

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益（純損失△）                   

減 価 償 却 費                   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額                   

　　 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

　　 役員退職慰労引当金の増減額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   

支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

固 定 資 産 売 却 損 益                   

固 定 資 産 除 却 損                   

有価証券・投資有価証券売却損益                   

投 資 有 価 証 券 評 価 損                   

売 上 債 権 の 増 減 額                   

た な 卸 資 産 の 減 少 額                   

仕 入 債 務 の 増 減 額

役 員 賞 与 の 支 払 額                   

その他営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

小　　　　　　　計

　　 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

６１,５４７

１,６７６

△　　２,３２５

△　　４,４４８

３１,２９６

１,５３９

△　　３,０５８

△　　２,０２５

４３,２３０

３,１２０

△　　５,７７５

△　　３,５８８

営業活動によるキャッシュ・フロー ５６,４５０ ２７,７５２ ３６,９８７

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                   

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                   

有価証券・投資有価証券の取得による支出

有価証券・投資有価証券の売却による収入

有形・無形固定資産の取得による支出                   

有形・無形固定資産の売却による収入                   

　　　 短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額
長 期 貸 付 に よ る 支 出                   

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   

その他投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

△   　　　２１

１,８２３

△　  １,１５６

７,４２０

△　１４,４９０

２８０

１

△　　 　　８８

１,１９２

―

△　　２,６０３

２,８４３

△　　　 ４７５

３,５４７

△　１１,２０４

８９８

３０８

△　　 　１０２

１,２７９

△　　　　 　２

△　　２,４９３

３,５６７

△　　６,４９６

８,０１５

△　２４,１１２

１,１９２

２９０

△　　　 １８７

１,８０８

２

投資活動によるキャッシュ・フロー △　　５,０３７ △　　５,５１１ △　１８,４１３

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
長 期 借 入 に よ る 収 入                   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   

社 債 の 償 還 に よ る 支 出                   

配 当 金 の 支 払 額                   

その他財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

△　３２,３６８

９,９００

△　２０,５７３

△　　５,０７６

△　　１,１４３

１,１４３

△　　 　　９２

１１,５００

△　　８,０２０

△　２７,５８５

△　　１,１４０

１,２２０

８,４５４

１９,８００

△　２２,６８６

△　３０,７８３

△　　２,２８４

１,１８９

財務活動によるキャッシュ・フロー △　４８,１１７ △　２４,１１９ △　２６,３１０

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                    △　　　 １８９ １４２ ５１３

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                  ３,１０５ △　　１,７３６ △　　７,２２２

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                    ３４,８９１ ４１,８７５ ４１,８７５

Ⅶ．非連結子会社合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― ― ２３８

Ⅷ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ５０ ― ―

Ⅸ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３８,０４６ ４０,１３８ ３４,８９１
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　　３１社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、髙栄不動産㈱、東神開発㈱、髙島屋日発工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　髙島屋商事㈱他）

非連結子会社　　　　３０社

前連結会計年度において非連結子会社であった髙島屋ビジネスサービス㈱は、当中間連結会計期間より業務を

開始し重要性が増したため連結子会社となりました。

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

関 連 会 社      　　　　１１社（㈱ｼ゙ ｪｲｱー ﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股 有限公司他）

㈱伊予鉄髙島屋は伊予鉄道㈱が保有する同社株式の一部を、平成14年3月１日に当社が取得したため、当中

間連結会計期間から持分法適用関連会社となりました。

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　　３０社

関 連 会 社      　　　　１２社

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち髙島屋スペースクリエイツ㈱及び髙島屋日発工業㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連

結しております。また、子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、

中間連結決算日までの間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券      

満期保有目的の債券　　 償却原価法

その他有価証券　　（時価のあるもの）

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定しております。）

　　　　　　　　　　　（時価のないもの）

　　　　　　　　　　　 主として移動平均法による原価法

　　　②デリバティブ      　 　      時価法

③たな卸資産

商 品      　　　　 主として売価還元法及び個別法による原価法

製 品         　　　　 主として先入先出法による原価法

貯 蔵 品      　　 先入先出法による原価法
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　 　　　主として定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　　　②無形固定資産 　　　　　定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウエア開発

費については、５年間で均等償却しております。

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

③役員退職慰労引当金

　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

(４)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(５)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引・スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っ

ております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用して

おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象　　　　外貨建債権・債務及び借入金の支払金利

③ヘッジ方針

当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることと

しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。
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⑤リスク管理体制

重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管

理しております。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替

予約取引についても、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し

管理しています。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

６．その他

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追　加　情　報

１．資本の部の区分

当中間連結会計期間から、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣

府令」（平成14年3月26日内閣府令第 12号）附則第 2項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰

余金、利益剰余金、土地再評価差額金及びその他の科目をもって掲記しております。また、資本準備金は資本剰

余金に含めて表示しております。

なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度についても改正後の表示区分に組替えております。

２．中間連結剰余金計算書の区分

当中間連結会計期間から、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改

正する内閣府令」（平成 14年 3月 26日内閣府令第 12号）附則第 2項ただし書きに基づき、資本剰

余金の部及び利益剰余金の部に区分して掲記しております。

なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度についても改正後の表示区分に組替えております。
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中間連結貸借対照表注記

摘　　　　要
当中間連結会計期間末

(14.8.31)

前中間連結会計期間末

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

１．有形固定資産減価償却累計額 ２１４，５６０百万円 ２０９,５６０百万円 ２１１,５０８百万円

２．自己株式の数

所有株式の数 　 　

自己株式 ３９,３９０株 ２,４８１株 １０,８２９株

３．担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産

現金及び預金        ３１百万円 ３１百万円 ３１百万円

短 期 貸 付 金        ７１百万円 ７１百万円 ７１百万円

その他（流動資産） ― ７５百万円 ―

建物及び構築物 １０,８８１百万円 １２,３４９百万円 １１,１５７百万円

土 地 ２１,４４９百万円 ２０,４２３百万円 ２１,４４９百万円

投資有価証券        １,３９５百万円 ６２７百万円 １,４７２百万円

長 期 貸 付 金        ５０,８８１百万円 ５１,４６９百万円 ５１,４６９百万円

長 期 保 証 金        ６４,８０４百万円 ６４,８０３百万円 ６４,８０３百万円

合　　　計 １４９,５１５百万円 １４９,８５０百万円 １５０,４５５百万円

②担保付債務

短 期 借 入 金        ４００百万円 ５００百万円 ５００百万円

一年内長期借入金 ５,６２０百万円 ５,６６６百万円 ５,１０１百万円

一年内償還社債        ３００百万円 ― ３００百万円

社 債        1,３００百万円 １,６００百万円 １,３００百万円

長 期 借 入 金        ６６,５４０百万円 ７１,６４１百万円 ６９,２７０百万円

合　　　計 ７４,１６０百万円 ７９,４０８百万円 ７６,４７１百万円

４．偶発債務

①銀行借入金等に対する連帯保証

タカニチＵＳＡ，ＩＮＣ． 1,４３４百万円 ― １,５８３百万円

トータルインテリアシステムズ

アメリカ，ＩＮＣ １,１９５百万円 ― ３５４百万円

その他８件 １,５９２百万円 １,２７２百万円 １,３８０百万円

②従業員の住宅ローンに対する

　連帯保証 ３,８２８百万円 ４,３３９百万円 ４,１６５百万円

合　　　計 ８,０５０百万円 ５,６１２百万円 ７,４８４百万円

５．売掛債権の流動化 当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛金

残高は、売掛債権の流

動化（信託方式及び譲

渡方式）により 32,423

百万円減少しておりま

す。

当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛金

残高は、売掛債権の流

動化（信託方式及び譲

渡方式）により 17,909

百万円減少しておりま

す。

当連結会計年度末の受

取手形及び売掛金残高

は、売掛債権の流動化

（信託方式及び譲渡方

式）により15,758百万

円減少しております。
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中間連結損益計算書注記

摘　　　　要
当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

１．特別利益の内訳

固 定 資 産 売 却 益 ７２百万円 ２２９百万円 ２３９百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益            １１百万円 ６３百万円 ３５３百万円

投資有価証券売却益            ― ３０百万円 ２１６百万円

退職給付信託設定益            ― ２７６百万円 ２７６百万円

自己株式及び子会社の所有

する親会社株式売却益            ― ３６０百万円 ３６１百万円

そ の 他            １百万円 ７７百万円 ２７７百万円

合　　　　　　計 ８５百万円 １,０３６百万円 １,７２４百万円

２．特別損失の内訳

固 定 資 産 除 却 損           　１,８８４百万円 １,３３４百万円 ２,８６２百万円

原 状 回 復 費 用 ６１２百万円 ４５７百万円 ９１５百万円

投資有価証券評価損            ３５６百万円 ３,１９１百万円 ９,９２１百万円

会員権売却損及び評価損 ４７百万円 １,１２６百万円 １,１５１百万円

早期退職制度に伴う割増金 ３０６百万円 ５１３百万円 ８２０百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額            ― ９,８９２百万円 ９,０６８百万円

商 品 評 価 損 ― ― ２,９１２百万円

退職給付会計基準変更時

差異費用処理額 ― ８７,４６６百万円 ８７,４６６百万円

ポイント金券精算額            ― １,５９３百万円 １,５９３百万円

そ の 他            ３３９百万円 ２５７百万円 ２,８９２百万円

合　　　　　　計 ３,５４６百万円 １０５,８３３百万円 １１９,６０５百万円

中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

摘　　　　要
当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

現 金 及 び 預 金              ３８,１４３百万円 ４２,８６０百万円 ３６,７９２百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　　　　９６百万円 △　２,７２１百万円 △　　１,９０１百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３８,０４６百万円 ４０,１３８百万円 ３４,８９１百万円
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リース取引に関係する注記

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

機械装置及び運搬具

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

２４０

１３３

１２０

５５

２６９

１４７

　　中間期末(期末)残高相当額 １０６ ６４ １２１

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,２９９

７５４

１,１１７

８６５

１,４６１

９５０

　　中間期末(期末)残高相当額 ５４４ ２５２ ５１１

合 計          

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,５４０

８８８

１,２３８

９２１

１,７３０

１,０９７

　　中間期末(期末)残高相当額 ６５１ ３１７ ６３２

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占

　　　　　める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

１ 年 内            ２０７ １５２ ２１９

１ 年 超            ４４４ １６５ ４１２

合 計            ６５１ ３１７ ６３２

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の

　　　　　中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

支 払 リ ー ス 料            １２８ １３５ ２５９

減 価 償 却 費 相 当 額            １２８ １３５ ２５９

　　

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（貸　主　側）

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

３,２６２

１,３６２

１,９０６

８４３

２,９８７

１,３０２

　　中間期末(期末)残高 １,９００ １,０６３ １,６８４

合 計          

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

３,２６２

１,３６２

１,９０６

８４３

２,９８７

１,３０２

　　中間期末(期末)残高 １,９００ １,０６３ １,６８４

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

１ 年 内            ５９１ ３３６ ５２３

１ 年 超            １,３０８
1

７２６ １,１６１

合 計            １,９００ １,０６３ １,６８４

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積残存価額の

　　　　　残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定

　　　　　しております。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

受 取 リ ー ス 料           ２９５ １６５ ４５５

減 価 償 却 費           ２９５ １６５ ４５５

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(14.8.31)

前中間連結会計期間

(13.8.31)

前連結会計年度

(14.2.28)

１ 年 内            １４,９６９ １５,０６１ １５,０６２

１ 年 超            １８３,３３４ １９６,４３２ １９１,０２８

合 計            １９８,３０３ ２１１,４９４ ２０６,０９０
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１． 事業の種類別セグメント情報

　　　当中間連結会計期間（自平成14年3月1日　至平成14年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

477,391

2,010

20,909

673

8,402

10,793

4,415

3,986

45,358

―

23,811

41,132

580,289

58,596

―

(58,596)

580,289

―

計 479,402 21,583 19,195 8,401 45,358 64,944 638,886 (58,596) 580,289

　営 業 費 用      478,110 21,627 15,613 7,543 44,633 65,200 632,728 (57,694) 575,033

　営業利益又は

営業損失（△） 1,291 △  43 3,582 858 725 △ 256 6,157 (902) 5,255

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

　　　前中間連結会計期間（自平成13年3月1日　至平成13年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

480,401

1,130

25,647

695

11,217

10,866

4,090

3,789

45,579

―

23,911

38,111

590,848

54,593

―

(54,593)

590,848

      

―

計 481,532 26,343 22,084 7,880 45,579 62,022 645,441 (54,593) 590,848

　営 業 費 用      478,422 26,267 17,941 7,032 45,252 61,778 636,694 (55,413) 581,280

　営 業 利 益      3,109 75 4,142 847 326 244 8,747 820 9,567

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４．当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の

営業費用は201百万円、「建装事業」の営業費用は3百万円、「金融・リース業」の営業費用は7百万円、「自動車

内装品製造業」の営業費用は129 百万円、「その他事業」の営業費用は3百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増

加しております。また「不動産業」の営業費用は30百万円増加し、営業利益は同額減少しております。
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　　　前連結会計年度（自平成13年3月1日　至平成14年2月28日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

987,164

2,437

43,849

905

19,628

21,703

8,268

7,747

90,091

―

56,871

79,558

1,205,872

112,352

―

(112,352)

1,205,872

―

計 989,601 44,755 41,331 16,015 90,091 136,429 1,318,225 (112,352) 1,205,872

　営 業 費 用      980,793 45,262 33,924 14,323 89,474 135,567 1,299,345 (112,402) 1,186,942

 営業利益又は

営業損失（△） 8,807 △ 507 7,407 1,692 617 862 18,879 50 18,929

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４．当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の営業費

用は1,182 百万円、「自動車内装品製造業」の営業費用は282百万円、減少し、営業利益はそれぞれ同額増加してお

ります。また「建装事業」の営業費用は29百万円、「不動産業」の営業費用は51 百万円、「金融・リース業」の営

業費用は5百万円、「その他事業」の営業費用は169百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での

売上高の金額が、全セグメントの売上高の合計額の90％超であるため、記載を省略しております。

３．海　外　売　上　高

　　　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満

      のため、海外売上高の記載を省略しております。
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）生　産　実　績

（単位　百万円）

生　　　　　産　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

建 装 事 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

１６,６３８

４５,３１７

４７７

６,８１４

４５,６０２

６０４

１７,６０５

９０,１６９

１,２６９

合　　　　　　　　　計 ６２,４３４ ５３,０２２ １０９,０４３

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．金額は、販売価格によっております。

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（２）受　注　実　績

（単位　百万円）

受　　注　　高 受　注　残　高事業の種類別

セグメントの名称 当中間連結会計期間
（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）
当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

建装事業 １４,００６ ６,１９３ ２６,７５９ １３,５８０ ４,８２９ ２０,４８２

合　　　計 １４,００６ ６,１９３ ２６,７５９ １３,５８０ ４,８２９ ２０,４８２

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は

含めておりません。

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（３）販　売　実　績

（単位　百万円）

販　　　　　売　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

百 貨 店 業             

建 装 事 業             

不 動 産 業             

金 融 ・ リ ー ス 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

４７７，３９１

２０，９０９

８，４０２

４，４１５

４５，３５８

２３，８１１

４８０,４０１

２５,６４７

１１,２１７

４,０９０

４５,５７９

２３,９１１

９８７,１６４

４３,８４９

１９,６２８

８,２６８

９０,０９１

５６,８７１

合　　　　　　　　　計 ５８０，２８９ ５９０,８４８ １,２０５,８７２

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売高には、「その他の営業収入」を含めて表示しております。
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有　　価　　証　　券

１．時価のある有価証券

（単位　百万円）

区　分
当中間連結会計期間

（14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.8.31）

前連結会計年度

（14.2.28）

(1)満期保有目的の債券

中間連結

貸借対照

表計上額
時　価 差　額

中間連結

貸借対照

表計上額
時　価 差　額

連結貸借

対照表計

上額
時　価 差　額

①国債・地方債

②社　　　　債

③そ の 他

6,915

9,029

―

7,329

8,933

―

414

△   96

―

6,910

18,249

10

7,370

17,558

10

459

△ 690

0

6,913

15,701

―

7,291

15,596

―

378

△ 104

　　―

計 15,945 16,263 318 25,170 24,939 △  230 22,614 22,887 273

(2)その他有価証券 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額
差　額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額
差　額 取得原価

連結貸借

対照表計

上額
差　額

①株 式

②債 券

国債・地方債

社 債

③そ の 他

30,479

63

448

53

41,951

65

435

53

11,472

1

△  13

0

38,881

62

448

1,192

56,491

65

433

1,182

17,609

3

△ 15

△ 10

31,015

62

448

1,203

43,723

65

417

1,206

12,708

2

△  31

2

計 31,044 42,505 11,461 40,585 58,172 17,587 32,730 45,412 12,682

２．時価評価されていない主な有価証券

（単位　百万円）

内　容
当中間連結会計期間

（14.8.31）

前中間連結会計期間

（13.8.31）

前連結会計年度

（14.2.28）

(1)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

非上場株式 27,038 26,048 26,153

計 27,038 26,048 26,153

(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

①非上場株式（店頭売買株式を除く）

②貸付信託受益証券

6,282

592

1,289

637

6,304

622

計 6,874 1,926 6,926

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行な

い、投資有価証券評価損356百万円を計上しております。

また、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最

安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財務

諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。



－ 25 －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度におけるデリバティブ取引は全てヘッジ会計が

適用されているため記載しておりません。

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


